
１　　貸　　借　　対　　照　　表

＜開発振興勘定＞ （単位：円）

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債

現金及び預金 3,238,318,551 運営費交付金債務（注） 1,189,674,247

未収金 767,844,740 預り施設費（注） 161,231,000

未成受託研究 3,443,037,260 預り寄附金（注） 156,559,786

前払金 5,000 前受受託研究費等 4,312,482,358

立替金 796 前受金 35,010,588

賞与引当金見返（注） 74,738,473 未払金 1,196,144,947

流動資産合計 7,523,944,820 短期リース債務 7,942,440

未払費用 117,941,919

預り科学研究費補助金（注） 69,292,238

預り金 19,853,315

引当金

賞与引当金 74,738,473

流動負債合計 7,340,871,311

Ⅱ　固定資産 Ⅱ　固定負債

　１　有形固定資産 資産見返負債 1,740,333,446

建物 19,449,627,422 資産見返運営費交付金（注） 1,186,025,148

減価償却累計額 △ 13,163,386,660 6,286,240,762 資産見返施設費（注） 8

構築物 483,747,178 資産見返補助金等（注） 194,303,671

減価償却累計額 △ 396,211,350 87,535,828 資産見返寄附金（注） 313,296,037

車両運搬具 60,669,966 資産見返物品受贈額（注） 2,747,554

減価償却累計額 △ 57,761,040 2,908,926 工業所有権仮勘定見返運営費交付金（注） 43,911,491

工具器具備品　 10,913,923,715 工業所有権仮勘定見返寄附金（注） 49,537

減価償却累計額 △ 8,937,280,315 1,976,643,400 引当金

土地 4,305,953,644 退職給付引当金 179,060,966

有形固定資産合計 12,659,282,560 固定負債合計 1,919,394,412

　２　無形固定資産 負債合計 9,260,265,723

工業所有権 29,597,293

ソフトウェア 99,091,667

電話加入権 1,964,680

工業所有権仮勘定 48,520,898 Ⅰ　資本金

無形固定資産合計 179,174,538 政府出資金 17,843,593,938

資本金合計 17,843,593,938

　３　投資その他の資産

敷金・保証金 46,033,680 Ⅱ　資本剰余金

退職給付引当金見返（注） 179,060,966 資本剰余金 7,714,629,543

投資その他の資産合計 225,094,646 その他行政コスト累計額（注） △ 15,428,696,322

減価償却相当累計額（注） △ 13,672,692,795

除売却差額相当累計額（注） △ 1,756,003,527

固定資産合計 13,063,551,744 資本剰余金合計 △ 7,714,066,779

Ⅲ　利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金（注） 198,888,563

積立金（注） 467,620,142

当期未処分利益 531,194,977

(うち当期総利益） (531,194,977)

利益剰余金合計 1,197,703,682

純資産合計 11,327,230,841

資産合計 20,587,496,564 負債純資産合計 20,587,496,564

（注）  これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

（令和８年３月３１日）

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部



（単位：円）

Ⅰ損益計算書上の費用

研究業務費 6,888,004,210

人件費 2,298,346,701

一般管理費 161,483,615

臨時損失 36,077,273

損益計算書上の費用合計 9,383,911,799

Ⅱその他行政コスト

減価償却相当額（注） 511,362,840

除売却差額相当額（注） 33

その他行政コスト合計 511,362,873

Ⅲ行政コスト 9,895,274,672

（注）  これは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

2　  行　  政 　  コ 　 ス  　ト　  計    算 　 書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

＜開発振興勘定＞



＜開発振興勘定＞ （単位：円）

経常費用

研究業務費

医薬品等研究費 6,310,646,249

健康・栄養研究費 577,357,961 6,888,004,210

人件費 2,298,346,701

一般管理費 161,483,615

経常費用合計 9,347,834,526

経常収益

運営費交付金収益（注） 6,142,412,727

受託研究等収益

国又は地方公共団体 715,327

国又は地方公共団体以外 1,447,441,063 1,448,156,390

施設費収益（注） 167,591,450

補助金等収益（注） 59,863,888

受託事業収入

国又は地方公共団体 629,555,911

国又は地方公共団体以外 59,985,693 689,541,604

寄附金収益（注） 61,351,124

納付金収入 207,558,424

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入（注） 317,585,136

資産見返補助金等戻入（注） 162,013,391

資産見返寄附金戻入（注） 25,310,813

資産見返物品受贈額戻入（注） 3,847,573 508,756,913

賞与引当金見返に係る収益（注） 74,738,473

退職給付引当金見返に係る収益（注） 22,035,150

財務収益

受取利息 963,698 963,698

物品受贈益 8,302,309

雑益 363,745,447

経常収益合計 9,755,017,597

経常利益 407,183,071

臨時損失

固定資産除却損 36,077,273

臨時損失合計 36,077,273

臨時利益

資産見返運営費交付金戻入（注） 18,496,935

資産見返補助金等戻入（注） 7

資産見返寄附金戻入（注） 8,291,976

資産見返物品受贈額戻入（注） 33

工業所有権仮勘定見返運営費交付金戻入（注） 431,859

臨時利益合計 27,220,810

当期純利益 398,326,608

前中長期目標期間繰越積立金取崩額（注） 132,868,369

当期総利益 531,194,977

（注）  これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

３　損　益　計　算　書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）



<開発振興勘定> （単位：円）

当期首残高 17,843,593,938  7,642,739,593  △13,482,551,352   △1,434,782,097    331,756,932      534,353,858        △66,733,716      -                    11,368,377,156    

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

Ⅱ

固定資産の取得                      71,889,950                                                                                                                           71,889,950          

固定資産の除売却                                          321,221,397          △321,221,430                                                                          △33                  

減価償却                                          △511,362,840                                                                                                   △511,362,840     

Ⅲ

(1) 利益の処分

利益処分（又は損失
処理）による取崩し

                                                                                                                △66,733,716      66,733,716          -                      

(2) その他

当期純利益                                                                                                                                        398,326,608        398,326,608      398,326,608        

前中長期目標期間繰
越積立金取崩額

                                                                                           △132,868,369                          132,868,369        132,868,369      -                      

当期変動額合計 -                    71,889,950      △190,141,443       △321,221,430       △132,868,369   △66,733,716      597,928,693        531,194,977      △41,146,315       

当期末残高 17,843,593,938  7,714,629,543  △13,672,692,795   △1,756,003,527    198,888,563      467,620,142        531,194,977        531,194,977      11,327,230,841    

（注）

前中長期目標期
間繰越積立金

（注）

これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

除売却差額
相当累計額

（注）

当期未処分利益
（又は当期未処理

損失（△））
うち当期総利益

資本剰余金の当期変動額

利益剰余金の当期変動額

積立金減価償却
相当累計額

（注）

資本剰余金

４　純 資 産 変 動 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

Ⅰ資本金 Ⅱ資本剰余金 Ⅲ利益剰余金

純資産合計
政府出資金

その他行政コスト累計額（注）



  

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

医薬品等研究業務支出 △ 6,002,991,150

健康・栄養研究業務支出 △ 451,417,834

人件費支出 △ 2,421,214,855

その他の業務支出 △ 82,785,533

運営費交付金収入 6,324,565,000

納付金収入 207,558,424

受託事業収入 636,701,007

受託事業の精算による返還金の支出 △ 47,788

受託研究等収入 2,256,126,421

受託研究等の精算による返還金の支出 △ 15,278,694

補助金等収入 50,451,277

補助金等の精算による返還金の支出 △ 1,529,000

寄附金収入 49,126,132

寄附金の精算による返還金の支出 △ 928,577

その他の業務収入 375,893,785

小計 924,228,615

利息の受取額 963,698

業務活動によるキャッシュ・フロー 925,192,313

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 3,000,000,000
定期預金の払戻による収入 3,000,000,000
有形固定資産の取得による支出 △ 452,617,174
無形固定資産の取得による支出 △ 168,100,011

施設費による収入 400,713,000

施設費の精算による返還金の支出 △ 14,996,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 235,000,185

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 7,942,440

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,942,440

Ⅳ 資金増加額 682,249,688

Ⅴ 資金期首残高 2,556,068,863

Ⅵ 資金期末残高 3,238,318,551

５　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

＜開発振興勘定＞



（開発振興勘定）　　　　　 （単位：円）

項　　　　　　目

Ⅰ　当期未処分利益 531,194,977

　　　　当期総利益 531,194,977

Ⅱ　利益処分額

　　　　積立金 531,194,977 531,194,977

６　利益の処分に関する書類

金　　　　　　　額



 
 
                                     

開 発 振 興 勘 定  

７  注  記  

  

Ⅰ． 重 要 な会 計 方 針  

 １ ．  運 営 費 交 付 金 収 益 の計 上 基 準  

 業 務 達 成 基 準 を採 用 しております。なお、管 理 部 門 の活 動 については、原 則 として期 間

進 行 基 準 を採 用 しております。 

 

２ ．  減 価 償 却 の会 計 処 理 方 法  

(1) 有 形 固 定 資 産  

 定 額 法 を採 用 しております。 

なお、主 な資 産 の耐 用 年 数 は以 下 のとおりであります。 

建 物      3 年  ～  47 年  

工 具 器 具 備 品    2 年  ～  15 年  

また、特 定 の償 却 資 産 (独 立 行 政 法 人 会 計 基 準 第 87)に係 る減 価 償 却 相 当 額 について

は、減 価 償 却 相 当 累 計 額 として資 本 剰 余 金 から控 除 して表 示 しております。 

 

(2) 無 形 固 定 資 産  

 定 額 法 を採 用 しております。 

なお、法 人 内 利 用 のソフトウェアについては、法 人 内 における利 用 可 能 期 間 (5 年 )に基 づ

いております。 

 

３ ．  引 当 金 の計 上 基 準  

(1) 賞 与 引 当 金  

役 職 員 の賞 与 の支 給 に備 えるため、賞 与 支 給 見 込 額 のうち、当 事 業 年 度 に負 担 すべ

き金 額 を計 上 しております。なお、役 職 員 の賞 与 のうち、運 営 費 交 付 金 により財 源 措 置 が

なされる場 合 は、賞 与 引 当 金 と同 額 を賞 与 引 当 金 見 返 として計 上 しております。 

 

(2) 退 職 給 付 に係 る引 当 金 及 び見 積 額  

退 職 一 時 金 については、期 末 自 己 都 合 要 支 給 額 を退 職 給 付 債 務 とする方 法 を用 い

た簡 便 法 を適 用 しております。このうち、運 営 費 交 付 金 により財 源 措 置 がなされる見 込 み

である退 職 一 時 金 については、退 職 給 付 引 当 金 と同 額 を退 職 給 付 引 当 金 見 返 として計

上 しております。 

 

４ ．  棚 卸 資 産 の評 価 基 準 及 び評 価 方 法  

 未 成 受 託 研 究  

個 別 法 による低 価 法 によっております。 

  

５ ．  収 益 及 び費 用 の計 上 基 準  

（ 1） 受 託 研 究 に係 る収 益  

受 託 研 究 に係 る収 益 は、主 に国 又 は地 方 公 共 団 体 以 外 からの委 託 費 であり、 委 託 契

約 等 に基 づいてサービス等 を引 き渡 す義 務 を負 っております。当 該 履 行 義 務 は、サービス

等 を引 き渡 す一 時 点 において、顧 客 が当 該 サービス等 に対 する支 配 を獲 得 して充 足 される

と判 断 し、引 渡 時 点 で収 益 を認 識 しております。 

 



 
 
                                     

(2) 受 託 事 業 に係 る収 益  

    受 託 事 業 に係 る収 益 は、主 に国 又 は地 方 公 共 団 体 からの委 託 費 であり、委 託 契  

約 等 に基 づいてサービス等 を引 き渡 す義 務 を負 っております。当 該 履 行 義 務 は、サー 

ビス等 を引 き渡 す一 時 点 において、顧 客 が当 該 サービス等 に対 する支 配 を獲 得 して充  

足 されると判 断 し、引 渡 時 点 で収 益 を認 識 しております。 

 

６ ．  リース取 引 の処 理 方 法  

(1) リース料 総 額 が 300 万 円 以 上 のファイナンス・ リース取 引 については、通 常 の売 買 取 引

に係 る方 法 に準 じた会 計 処 理 によっております。 

 

(2) リース料 総 額 が 300 万 円 未 満 のファイナンス・ リース取 引 については、通 常 の賃 貸 借 取

引 に係 る方 法 に準 じた会 計 処 理 によっております。  

 

  ７ ．  消 費 税 等 の会 計 処 理  

税 込 方 式 によっております。 

 

 

Ⅱ． 貸 借 対 照 表 関 係  

１ ．  その他 行 政 コスト累 計 額 のうち、独 立 行 政 法 人 に対 する出 資 を財 源 に取 得 した資 産 に係

る金 額 は、10,796,588,706 円 であります。 

 

 

Ⅲ． 行 政 コスト計 算 書 関 係  

１ ．  独 立 行 政 法 人 の業 務 運 営 に関 して国 民 の負 担 に帰 せられるコスト 

行 政 コスト 9,895,274,672 円  

自 己 収 入 等  △2,747,204,042 円  

法 人 税 等 及 び国 庫 納 付 額  -円  

機 会 費 用  258,666,998 円  

独 立 行 政 法 人 の業 務 運 営 に関 して  
国 民 の負 担 に帰 せられるコスト 7,406,737,628 円  

 

２ ． 機 会 費 用 の計 上 方 法  

 (1) 政 府 出 資 又 は地 方 公 共 団 体 出 資 等 から生 ずる機 会 費 用 の計 算 に使 用 した利 率  

10 年 利 付 国 債 の令 和 ８ 年 3 月 末 利 回 りを参 考 に 2.345%で計 算 しております。 

 

(2) 国 又 は地 方 公 共 団 体 との人 事 交 流 による出 向 職 員 から生 ずる機 会 費 用 の計 算 方 法  

当 該 職 員 が国 又 は地 方 公 共 団 体 に復 帰 後 退 職 する際 に支 払 われる退 職 金 のうち、 

  独 立 行 政 法 人 での勤 務 期 間 に対 応 する部 分 について、給 与 規 則 に定 める退 職 給 付  

支 給 基 準 等 を参 考 に計 算 しております。 

 

 

Ⅳ． 損 益 計 算 書 関 係  

１ ．  医 薬 品 等 研 究 費 には主 に以 下 の費 用 が含 まれます。 

（ １ ）  基 盤 的 技 術 研 究 費  

ゲノム科 学 、たんぱく質 科 学 など急 速 に進 展 する基 礎 研 究 の成 果 に基 づき多 くの企

業 ・ 大 学 等 が新 たな医 薬 品 等 を開 発 する際 に活 用 できる共 通 的 ・ 普 遍 的 な技 術 の研 究

事 業 のために要 した費 用 。 



 
 
                                     

（ ２ ）  難 病 ・ 疾 患 資 源 研 究 費  

医 薬 品 ・ 医 療 機 器 の開 発 に欠 かせない遺 伝 子 、細 胞 、実 験 動 物 など研 究 現 場 で必 要

とされている生 物 資 源 を開 発 するとともに、様 々な生 物 資 源 を収 集 ・ 保 全 し、研 究 現 場 に

安 定 的 に供 給 するために要 した費 用 。 

 

（ ３ ）  研 究 開 発 振 興 費  

 主 に投 資 の回 収 が困 難 な希 少 疾 病 用 医 薬 品 等 の研 究 開 発 費 を企 業 等 に助 成 金 とし

て交 付 し、指 導 、助 言 等 を行 うために要 した費 用 、並 びに内 閣 府 による科 学 技 術 施 策 「 戦

略 的 イノベーション創 造 プログラム（ SIP： エスアイピー） 」 の管 理 法 人 として、科 学 技 術 研 究

推 進 事 業 、およびそれに附 帯 する業 務 を行 うために要 した費 用 。 

 

（ ４ ）  創 薬 支 援 事 業 費  

アカデミア等 の優 れた基 礎 研 究 の成 果 を確 実 に医 薬 品 の実 用 化 につなげることができ

るよう、基 礎 研 究 等 から医 薬 品 の実 用 化 まで切 れ目 なく支 援 するために要 した費 用 。 

 

２ ．  健 康 ・ 栄 養 研 究 費 は、国 民 の健 康 の保 持 及 び増 進 に関 する調 査 及 び研 究 並 び 

に国 民 の栄 養 その他 食 生 活 の調 査 及 び研 究 に要 した費 用 であります。 

 

３ ．  納 付 金 収 入 は、希 少 疾 病 用 医 薬 品 等 の研 究 助 成 を受 けた企 業 及 び医 薬 品 ・ 医 療 機 器

の実 用 化 段 階 の研 究 を委 託 したベンチャー企 業 等 から、製 品 売 上 高 等 に応 じて納 付 される

収 入 であります。 

 

４ ．  ファイナンス・ リース取 引 が損 益 に与 える影 響 額 は、△5,574,708 円 であり、当 該 影 響 額 を

除 いた当 期 総 利 益 は、536,769,685 円 です。 

 

 

Ⅴ． キャッシュ・ フロー計 算 書 関 係  

１ ． 資 金 の期 末 残 高 の貸 借 対 照 表 科 目 別 の内 訳  

現 金 及 び預 金   3,238,318,551 円  

期 末 残 高 合 計   3,238,318,551 円  

 

２ ． 重 要 な非 資 金 取 引  

寄 附 の受 入 による資 産 の取 得          10,819,710円   

 

 

Ⅵ． 固 定 資 産 （ 建 物 ・ 土 地 ） の減 損 について 

該 当 事 項 はありません。 

 

 

Ⅶ． 金 融 商 品 関 係  

１ ．  金 融 商 品 の状 況 に関 する事 項  

未 収 債 権 等 の管 理 については、会 計 規 程 に基 づき財 政 上 最 も当 研 究 所 の利 益 に適 合  

するよう管 理 しております。 

 

２ ．  金 融 商 品 の時 価 等 に関 する事 項  

現 金 及 び預 金 、未 収 金 及 び未 払 金 は短 期 間 で決 済 されるため時 価 が帳 簿 価 額 に近 似

することから、注 記 を省 略 しております。 

 

 



 
 
                                     

Ⅷ． 退 職 給 付 に係 る注 記  

１ ．  採 用 している退 職 給 付 制 度 の概 要  

当 法 人 は、職 員 の退 職 給 付 に充 てるため、非 積 立 型 の退 職 一 時 金 制 度 及 び国 家 公 務

員 共 済 組 合 法 の退 職 等 年 金 給 付 制 度 を採 用 しております。 

非 積 立 型 の退 職 一 時 金 制 度 では、給 与 と勤 務 期 間 に基 づいた一 時 金 を支 給 しており、

簡 便 法 により退 職 給 付 引 当 金 及 び退 職 給 付 費 用 を計 算 しております。 

 

２ ．  確 定 給 付 制 度  

(1)簡 便 法 を適 用 した制 度 の、退 職 給 付 引 当 金 の期 首 残 高 と期 末 残 高 の調 整 表  

期 首 における退 職 給 付 引 当 金  172,397,403 円  

 退 職 給 付 費 用  22,035,150 円  

 退 職 給 付 の支 払 額    15,371,587 円  

期 末 における退 職 給 付 引 当 金  179,060,966 円  

 

(2)退 職 給 付 に関 連 する損 益  

簡 便 法 で計 算 した退 職 給 付 費 用  22,035,150 円  

 

 

Ⅸ.収 益 認 識 に係 る注 記  

当 法 人 は以 下 に記 載 する内 容 を除 き、会 計 基 準 第 86 における重 要 性 が乏 しいため、注 記 を

省 略 しております。 

 

（ 1） 収 益 の分 解 情 報  

当 法 人 の一 定 の事 業 等 のまとまりごとの区 分 及 びまとまりごとの区 分 における各 収 益 は以 下 の

とおりであります。 

（ 単 位 ： 円 ）  

区  分  医 薬 品 等 研 究  健 康 ・ 栄 養 研 究  法 人 共 通  合 計  

受 託 研 究 等 収 益  1,187,092,840 79,504,243 181,559,307 1,448,156,390 

受 託 事 業 収 入  606,335,293 82,756,311 450,000 689,541,604 

 

（ 2） 収 益 を理 解 するための基 礎 となる情 報  

「 Ⅰ． 重 要 な会 計 方 針 」 に係 る事 項 に関 する注 記 の「 ５ ． 収 益 及 び費 用 の計 上 基 準 」 に記 載

のとおりであります。 

 

（ 3） 当 事 業 年 度 及 び翌 事 業 年 度 以 降 の収 益 の金 額 を理 解 するための情 報  

当 事 業 年 度 末 における残 存 履 行 義 務 に配 分 された取 引 金 額 の総 額  

   4,290,589,403 円  

 

履 行 義 務 の充 足 期 間  令 和 ８ 年 度 ～ 令 和 11 年 度  

 

 



 
 
                                     

Ⅹ.重 要 な債 務 負 担 行 為  

     該 当 事 項 はありません。 

 

 

Ⅺ.重 要 な後 発 事 象  

該 当 事 項 はありません。 


